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健康⽇本21（第三次）「アクションプラン研修会」

第２回︓健康寿命の⾃治体格差、疾病の予防・重症化予防

＜⻭・⼝腔の健康＞
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⻭科⼝腔保健の
ロジックモデル、アウトプット

と中間アウトカム



厚⽣労働省 ⻭科⼝腔保健の推進のためのグランドデザイン（概念図）

厚⽣労働省：⻭科⼝腔保健の推進に関する基本的事項の全部改正について：[https://www.mhlw.go.jp/content/001154214.pdf] 2023.

健康の社会的決定要因と⼝腔の健康

相⽥潤, 松⼭祐輔, ⼩⼭史穂⼦, 佐藤遊洋, 上野路⼦, 坪⾕透, ⼩坂健. ⼝腔の健康格差と社会的決定要因. In: 深井穫博, ed. 健康⻑寿社
会に寄与する⻭科医療・⼝腔保健のエビデンス2015. 東京: 公益社団法⼈⽇本⻭科医師会, 2015;215-228.



⻭科⼝腔保健に関するロジックモデル（厚⽣労働省）

厚⽣労働省 ⻭科⼝腔保健の推進に関する基本的事項の全部改正（令和5年10⽉5⽇）

https://www.mhlw.go.jp/content/001154214.pdf

ロジックモデル（研究班）厚労省のロジックモデルを参考に3つの健康⽇本21⽬標に整理
＜⻭周病を有する者の減少＞ ＜よく噛んで⾷べることができる者の増加＞ ＜⻭科検診を受診した者の増加＞

国・都道府県・市町村
１）健康・福祉部⾨
①普及啓発（ガイドブック・書籍・雑誌等の活⽤） ②医科⻭科連携や⾷育などの事業
（糖尿病やメタボ対策との連携）実施 ③禁煙⽀援などの後⽅⽀援を含む⻭周病対策事
業の実施 ④⻭科⼝腔衛⽣に関連する商品等の開発推進 ⑤⻭科検診に関する広報活動
の実施（企業など対象）⑥⻭科検診の実施⽅法の検討
  ２)   教育部⾨
①普及啓発（パンフレット・ガイドブック・メディア・SNS等の活⽤） ②広報活動の実
施（⻭科健康教育）③乳幼児期におけるフッ化物塗布に対する事業の実施
３）都市計画・交通部⾨、等
①⻭に良いメニューを含む飲⾷店作り等の推進

• 必要な⻭科診療の受診の増加
• 過去1年間に⻭科健診を受診した者の割合の増

加
• 適切なセルフケアを実施する者の増加（⻭磨き、

⻭間清掃器具等）
• ⻭⾁の炎症所⾒、⻭周炎を有する者の減少
• 喫煙、受動喫煙をする者の減少
• う蝕のない者の割合の増加
• 60歳で24⻭以上の⾃分の⻭を有する者の増加
• 40歳以上における⾃分の⻭が19⻭以下の者の

割合の減少
• ⼝腔機能が低下した者の減少
• ⻭科検診を実施する事業所の増加
• 健康経営に⻭科を取り⼊れる企業の増加
• 妊産婦⻭科検診を実施する市町村の増加
• ⻭周病検診を実施する市町村の増加

学校・教育現場
①保健・体育授業等での⻭科健康教育の充実・普及啓発（職員・親への啓発含む）②学
齢期におけるフッ化物洗⼝に関する事業の実施 ③⻭に良い給⾷メニュー等の開発推進  
④法令で定められている⻭科健診を除く⻭科健診の実施

左記の実施率（3項⽬共通事項として）

職域
①普及啓発（働く⼈々向けのガイドブック・健康イベント・講習会等の活⽤）②職場⻭
科検診の導⼊ ③健康経営に⻭科の導⼊

関係団体・その他
１）医療・医師会・⻭科医師会等
①普及啓発（パンフレット・ガイドブック等の活⽤）②⻭科診療における⻭科⼝腔保健
指導の充実 ③禁煙⽀援などの後⽅⽀援を含む⻭周病対策事業の実施 ④⼝腔機能の育
成・⼝腔機能低下対策に関する事業の実施 ⑤障害者・障害児・要介護⾼齢者、在宅等
で⽣活する者に対する⻭科⼝腔保健事業の実施
２）産業⻭科医
①⻭科検診に関する広報活動の実施（企業を対象）

保険者
①医科⻭科連携や⾷育などの事業（糖尿病やメタボ対策との連携）実施 ②特定健診・
後期⾼齢者健診・保健指導における⼝腔機能に関する指導の充実 ③法令で定められて
いる⻭科検診を除く⻭科検診の実施

個別施策
（実施主体別 施策の例）

中間アウトカム
（対象とする⼈の変化）

分野別
アウトカム

アウトプット指標
（施策の実施状況の指標， 実現や達成

をめざす⽬標）

⻭周病を有する
者の減少・その
格差の減少

よく噛んで⾷べ
ることができる
者の増加・その
格差の減少

⻭科検診を受診
した者の増加・
その格差の減少



ロジックモデル（研究班）厚労省のロジックモデルを参考に3つの健康⽇本21⽬標に整理
＜⻭周病を有する者の減少＞ ＜よく噛んで⾷べることができる者の増加＞ ＜⻭科検診を受診した者の増加＞

国・都道府県・市町村
１）健康・福祉部⾨
①普及啓発（ガイドブック・書籍・雑誌等の活⽤） ②医科⻭科連携や⾷育などの事業
（糖尿病やメタボ対策との連携）実施 ③禁煙⽀援などの後⽅⽀援を含む⻭周病対策事
業の実施 ④⻭科⼝腔衛⽣に関連する商品等の開発推進 ⑤⻭科検診に関する広報活動
の実施（企業など対象）⑥⻭科検診の実施⽅法の検討
  ２)   教育部⾨
①普及啓発（パンフレット・ガイドブック・メディア・SNS等の活⽤） ②広報活動の実
施（⻭科健康教育）③乳幼児期におけるフッ化物塗布に対する事業の実施
３）都市計画・交通部⾨、等
①⻭に良いメニューを含む飲⾷店作り等の推進

• 必要な⻭科診療の受診の増加
• 過去1年間に⻭科健診を受診した者の割合の増

加
• 適切なセルフケアを実施する者の増加（⻭磨き、

⻭間清掃器具等）
• ⻭⾁の炎症所⾒、⻭周炎を有する者の減少
• 喫煙、受動喫煙をする者の減少
• う蝕のない者の割合の増加
• 60歳で24⻭以上の⾃分の⻭を有する者の増加
• 40歳以上における⾃分の⻭が19⻭以下の者の

割合の減少
• ⼝腔機能が低下した者の減少
• ⻭科検診を実施する事業所の増加
• 健康経営に⻭科を取り⼊れる企業の増加
• 妊産婦⻭科検診を実施する市町村の増加
• ⻭周疾患検診を実施する市町村の増加

学校・教育現場
①保健・体育授業等での⻭科健康教育の充実・普及啓発（職員・親への啓発含む）②学
齢期におけるフッ化物洗⼝に関する事業の実施 ③⻭に良い給⾷メニュー等の開発推進  
④法令で定められている⻭科健診を除く⻭科健診の実施

左記の実施率（3項⽬共通事項として）

職域
①普及啓発（働く⼈々向けのガイドブック・健康イベント・講習会等の活⽤）②職場⻭
科検診の導⼊ ③健康経営に⻭科の導⼊

関係団体・その他
１）医療・医師会・⻭科医師会等
①普及啓発（パンフレット・ガイドブック等の活⽤）②⻭科診療における⻭科⼝腔保健
指導の充実 ③禁煙⽀援などの後⽅⽀援を含む⻭周病対策事業の実施 ④⼝腔機能の育
成・⼝腔機能低下対策に関する事業の実施 ⑤障害者・障害児・要介護⾼齢者、在宅等
で⽣活する者に対する⻭科⼝腔保健事業の実施
２）産業⻭科医
①⻭科検診に関する広報活動の実施（企業を対象）

保険者
①医科⻭科連携や⾷育などの事業（糖尿病やメタボ対策との連携）実施 ②特定健診・
後期⾼齢者健診・保健指導における⼝腔機能に関する指導の充実 ③法令で定められて
いる⻭科検診を除く⻭科検診の実施

個別施策
（実施主体別 施策の例）

中間アウトカム
（対象とする⼈の変化）

分野別
アウトカム

アウトプット指標
（施策の実施状況の指標， 実現や達成

をめざす⽬標）

⻭周病を有する
者の減少・その
格差の減少

よく噛んで⾷べ
ることができる
者の増加・その
格差の減少

⻭科検診を受診
した者の増加・
その格差の減少

市町村による⻭周病健診事業（努⼒義務、⾃治体から受診
券が40歳などの年齢に送付）の受診率

⽮⽥部尚⼦, 古⽥美智⼦, ⽵内研時, 須磨紫乃, 渕⽥慎也, ⼭本⿓⽣, ⼭下喜久: ⻭周疾患検診の推定受診率
の推移とその地域差に関する検討. ⼝腔衛⽣会誌 2018, 68(2):92-100. 

⾃治体の施策で無料か低価格で
受診できるが５％に満たない受診率

H21年からH27年に
約１ポイント増加



過去１年間に⻭科検診を受けた者の割合の年次推移
平成28年は受診率52．9％（年齢調整だと51．5％）

※年齢調整した、⻭科検診を受診した者の割合（総数）は、平成 21 年で 33.8％、平成 24 年で 47.0％、平成28年で
51.5％であり、平成 21 年、24 年、28年の推移でみると、有意に増加している。

厚⽣労働省 平成28年「国⺠健康・栄養調査」

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000177189.html

H21年からH28年に
約18ポイント増加

⽬標値である「⻭科
検診を受診した者の
増加」には、⾏政の

⻭周病検診ではない、
住⺠⾃⾝による受診
の寄与が⼤きい様⼦

ロジックモデル（研究班2024）＜⻭科検診を受診した者の増加＞

乳幼児⻭科健診を受診した⼈の増加

妊産婦⻭科健診を受診した⼈の増加
⻭周病健診を受診した⼈の増加
後期⾼齢者⻭科健査を受診した⼈の増加

労働者で⻭科健診を受診した⼈の増加

特定健診・保健指導を受けた⼈で⻭科健診
を受診した⼈の増加

学校⻭科健診を受診した⼈の増加
学校⻭科健診の要受診者で受診した⼈の増
加

⼤学⽣、専⾨学校⽣等で⻭科健診を受診し
た⼈の増加

糖尿病患者で⻭科健診を受診した⼈の増加

学校・教育現場
学校⻭科健診の受診率の向上
学校⻭科健診の後の要受診者の受診率の向上
⼤学、専⾨学校等での⻭科健診の実施

乳幼児⻭科健診の受診率

妊産婦⻭科健診の実施状況、受診率
⻭周病健診の実施状況、受診率
後期⾼齢者⻭科健査の実施状況、受
診率

労働者の⻭科受診率

特定健診・保健指導を受けた⼈の⻭
科健診受診率

学校⻭科健診の受診率
学校⻭科健診の要受診者の受診率

⼤学⽣、専⾨学校⽣等の⻭科健診受
診率

糖尿病患者の⻭科健診受診率

職域
健康経営に⻭科の導⼊（普及啓発や受診率の把握など）
職場⻭科検診の導⼊（職域や開業医での健診）

関係団体・その他
医療・医師会・⻭科医師会等
糖尿病対策と連携した⻭科受診勧奨

保険者
特定健診・保健指導における⻭科受診の啓発

個別施策
（実施主体別 施策の例）

中間アウトカム
（対象とする⼈の変化）

分野別
アウトカム

アウトプット指標
（施策の実施状況の指標， 実現や達成

をめざす⽬標）

過去1年間に⻭
科検診を受診
した者の増
加・その格差
の減少

国・都道府県・市町村
乳幼児⻭科健診の実施
乳幼児⻭科健診の法定以外の対象年齢の拡⼤
妊産婦⻭科健診の実施
⻭周病健診の実施
後期⾼齢者⻭科健査の実施
住⺠への普及啓発
健康経営の推進



過去1年間に⻭科検診を受診した者の増加・
その格差の減少

•この⽬標値に、⾏政の「⻭周病健診」をアウトカムに⽤いない
• ⻭周病健診は、あくまでも個別施策
• この数字を⾒て、⻭科受診がとても少ないと解釈しない

•⾏政の乳幼児から後期⾼齢者までの⻭科健診、個⼈の⻭科診療所
への受診、すべて含めた⻭科検診の受診率を⽬標値とする
• 受診率の把握に国⺠健康・栄養調査と同じ質問の利⽤がよいか

⽇本⼈の⻭科受診は国際的には多い
OECDデータによる⽐較

Aida J, Fukai K, Watt RG: Global Neglect of Dental Coverage in Universal Health Coverage Systems and Japan's 

Broad Coverage. Int Dent J 2021, 71(6):454-457.



だれが⻭科検診を受けていないか？

厚⽣労働省 平成28年「国⺠健康・栄養調査」

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000177189.html

仕事や育児に忙しい
若い世代で特に
受診が少ない

⻭周病の有病者は40代以降で多い
⻭周病の最初の発⽣は30代、20代に多い

Kassebaum NJ, Bernabe E, Dahiya M, Bhandari B, Murray CJ, Marcenes W: Global Burden of Severe 

Periodontitis in 1990-2010: A Systematic Review and Meta-regression. J Dent Res 2014, 93(11):1045-1053.

有病率 発⽣率

⻭周病の⼀次
予防（発⽣の
予防）には20
〜30代への対

策が⼤切

⻭周病の⼆次予
防（早期発⾒早
期治療）には
40代以降への
対策が⼤切



だれが⻭科検診を受けていないか？

厚⽣労働省 平成28年「国⺠健康・栄養調査」

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000177189.html

仕事や育児に忙しい
若い世代で特に
受診が少ない

働く世代の⻭科受診を増やす産業保健・健康経営
2023年 ⽇本⻭科医師会 健⼝スマイル推進優良法⼈

⽇本IBM健康保険組合が最優秀法⼈賞

⽇本⻭科医師会 https://www.jda.or.jp/jda/release/detail_214.html



健康経営に⻭科を含めた企業の取り組みの実例

井上俊明：「ケース６⽇本IBM健康保険組合 ⻭周病予防で医療費削減に効果」 先進10事例
に学ぶ「健康経営」の始め⽅．⽇経BPコンサルティング，2014年

• ⻭科医師の健診と衛⽣⼠の保健指導のプログ
ラムを社員に実施

• ウェブでのフォローや社内の売店での予防道
具の販売

• 社員の⾏動変容。予防による医療費の抑制
• 営業マンを中⼼に⼝臭を気にして受ける社員

が多い。⼝臭の解決で⾃信を持って意⾒を⾔
えるようになった社員も。

• 8.5％が⼝臭の悩み（55-64歳では10.2％/H28⻭科疾患実態調査）

• プログラムにより医療費抑制
→⼤企業は⾃前で⻭科検診を実施することも
→会社⾃前でやらなくても、地域の⻭科
医院で実施すれば効率的

多くを占める中
⼩企業での受診
を増やすため協
会けんぽと連携
した事業を作っ
ていけないか

主な⾮感染性疾患の世界の推定有病者数

WHO: Global oral health status report: towards universal health 
coverage for oral health by 2030. In. Geneva: WHO; 2022.を翻訳し作成 

⼝腔疾患
34億7400万⼈

精神疾患
9億6700万⼈

循環器疾患
5億2200万⼈

糖尿病
4億5800万⼈

慢性呼吸器疾患
4億5300万⼈

がん
8600万⼈

⻭科疾患は、ひとりひとりの医療費は安くても、
有病率が⾼いので医療費の総額は⾼くなる

実は⽇本でも⾍
⻭や⻭周病の有
病率は、他の疾
患に⽐べると⾼
く、⻭科の受療
率はトップ５に

⼊る



成⼈における⻭周病の有病率の⾼さ

厚⽣労働省：令和4年⻭科疾患実態調査

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000 16000 18000

循環器系の疾患

新⽣物（がん、良性腫瘍など）

⻭科疾患

呼吸器系の疾患

内分泌，栄養及び代謝疾患（糖尿病など）

精神及び⾏動の障害

（億円）

協会けんぽにとって、実は⻭科疾患は重要
15歳から６４歳の疾病別の医療費

厚⽣労働省：国⺠医療費（2020年度（令和2年度））より作成

⻭科疾患は予防
や治療がしやす
く、就労年齢の
うちに効果があ
らわれやすい



全国健康保険協会（協会けんぽ）：

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/shibu/hokkaido/cat070/kenkoujigyoushosengen/dental/

全国健康保険協会（協会けんぽ）：

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/shibu/chiba/cat070/20190626/sicakensin/



千葉県⻭科医師会：https://www.cda.or.jp/health/office/kenpo

千葉県⻭科医師会：https://www.cda.or.jp/health/office/kenpo

無料でも、忙しい世代で
は受診が難しい可能性が
ある（社会的決定要因）

↓
⾏政から、平⽇の⽇中の
受診をうながす働きかけ
が企業に向けてあれば、

より効果的では？（1年に
半⽇でも⻭科受診に）



企業にとっても、⼝腔の健康は実は⼤切
この1年で、⻭や⼝の病気や症状で

仕事に⽀障をきたしたことがある⼈の割合（％）
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⻭や⻭ぐきの健康状態 ⻭の数 ⻭をみがくと⾎がでる

（%）

Shimada S, Zaitsu T, Oshiro A, Kino S, Aida J: Association of oral health with various work problems: a cross-sectional study of 

Japanese workers. BMC Oral Health 2023, 23(1):488.
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Murakami K, Aida J, Ohkubo T, Hashimoto H (2014). Income-related inequalities in preventive and curative dental 

care use among working-age Japanese adults in urban areas: a cross-sectional study. BMC oral health 14:117.

低所得者ほど
⻭科検診を受けていない

（オッズ⽐）

（所得階層）

だれが⻭科検診を受けていないか？
⽇本の成⼈の予防的な⻭科受診の所得格差

無料での健診は格差
を減らす可能性。し
かし例え無料でも、
低所得者にとっては、
仕事を休んで⻭科受
診は難しい可能性。
そのため、企業を巻
き込んだ職場環境を
かえる対策が重要



健康格差と
介⼊のはしごと

ポピュレーションアプローチ（戦略）

介⼊のはしごによる健康政策の分類
（ポピュレーション戦略の⽅策）

武⾒ゆかり： 実効性のある健康づくりのために̶特別号発⾏の趣旨̶. 
⽇本健康教育学会誌 32:S1-S3,2024.



介⼊のはしごによる健康政策の分類
（ポピュレーション戦略の⽅策）

武⾒ゆかり： 実効性のある健康づくりのために̶特別号発⾏の趣旨̶. 
⽇本健康教育学会誌 32:S1-S3,2024.

社会的決定要因を考慮しないと介⼊で格差が拡⼤
⼩学校での健康教育（情報提供）とその後の格差

Schou L, Wight C: Does dental health education affect inequalities in dental health? Community Dent Health 1994, 11(2):97-100.
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貧困層

富裕層

ハイリスク者ほど
⾏動できない

「逆転するケア
（予防）の法則」



介⼊のはしご
⾏政（国・都道府県・市町村）

職域 保険者 学校 関係団体など健康・福祉部⾨ 教育部⾨ その他（関係部署）

レベル１ 選択できなくする

レベル２ 選択を制限する
レベル３ 逆インセンティブ
レベル４ インセンティブによ
る選択の誘導 インセンティブによる健康推進事業（⾝体活動・飲酒・喫煙等の事業と共同で）

レベル５ デフォルトを変える
ことによる選択の誘導

噛む機能の向上・⻭を多く残すこ
とを⽬指した事業展開
⻭科検診の実施⽅法の検討
法令で定められている⻭科健診を
除く⻭科健診の実施

噛む機能の向上・⻭を多く残すことを⽬
指した事業展開

職場⻭科検診の導⼊
健康経営に⻭科を導⼊

検診結果から⼝腔衛⽣
習慣改善・受診勧奨
法令で定められている
⻭科健診を除く⻭科健
診の実施

乳幼児期におけるフッ化物塗布に
関する事業の拡⼤
学齢期におけるフッ化物洗⼝に関
する事業の拡⼤
法令で定められている⻭科健診を
除く⻭科健診の実施

レベル６ 環境を整えて健康な
選択を誘導

⻭科⼝腔衛⽣に関連する商品等の
開発促進
医科⻭科連携や⾷育などの事業
（糖尿病やメタボ対策との連携）
実施
禁煙⽀援などの後⽅⽀援を含む⻭
周病対策事業の実施

園・学校でのフッ化物洗⼝
事業の⽀援の⽂章の発出

⻭に良い（噛む回数が多い、シュガーレ
ス、カルシウムを多く含む etc.）メ
ニューを含む飲⾷店作り等の推進

⻭科検診受検機会の提
供
医科⻭科連携や⾷育な
どの事業（糖尿病やメ
タボ対策との連携）実
施

よく噛むことの⼤切さを考えた給
⾷メニュー等の考案・導⼊

⼝腔機能の育成・⼝腔機能低下
対策に関する事業の実施
障害者・障害児・要介護⾼齢者、
在宅等で⽣活する者に対する⻭
科⼝腔保健事業の実施
禁煙⽀援などの後⽅⽀援を含む
⻭周病対策事業の実施

レベル７ 情報提供，教育

⻭科⼝腔衛⽣・⼝腔機能の重要性に関する普及啓発/広報活動（ガイドブック・書籍・雑誌・パンフレット・メディア・SNS等の活⽤）

好事例の収集・表彰・横展開、情報交換

⻭科⼝腔保健教育の実装・
充実

飲⾷店の建設事業者・街づくり事業者へ
の情報提供

職場での健康イベント、講習
会等の実施

保健・体育授業等での⻭科健康教
育の充実

⻭科診療における⻭科⼝腔保健
指導の充実

レベル８ モニタリング
⻭科疾患実態調査、国⺠健康・栄
養調査、⾃治体実施の個別の健康
調査でのデータ収集

科研費等を利⽤した調査・研究

アクションプラン（⻭科）（研究班）
＜緑：⻭周病を有する者の減少＞ ＜⻘：よく噛んで⾷べることができる者の増加＞ ＜⾚：⻭科検診を受診した者の増加＞

“The Strategy of Preventive Medicine” Geoffrey Rose, Oxford Press 1992
訳本 予防医学のストラテジー：⽣活習慣病対策と健康増進
曽⽥研⼆・⽥中平三監訳，⽔嶋春朔，中⼭健夫，⼟⽥健⼀，伊藤和江 訳，医学書院 1998
Rose G. Sick individuals and sick populations. Int J Epidemiol 1985;14(1):32-38.

なぜポピュレーション戦略（アプローチ）が必要なのか

• 「ハイリスク」に含まれない⾼リスク者に介⼊できない
• 「ハイリスク」と指定されることがスティグマに
• ハイリスク者の新規発⽣の減少に寄与しない
• 疾病の⼤多数は「⼈数の多いローリスク者」から発⽣
• ハイリスク認定を受けるまでの時間に被害の発⽣
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study in primary school students. International Journal of Environmental Research and Public Health 2020, 17(22):1-9.
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健康格差対策には
ハイリスク戦略が

いい！？
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カリエスフリー（０本）の⼦どもから
最も多くのう蝕が発⽣！！

Kusama T, Todoriki H, Osaka K, Aida J: Majority of new onset of dental caries occurred from caries-free students: A longitudinal 
study in primary school students. International Journal of Environmental Research and Public Health 2020, 17(22):1-9.

⼩学⽣におけるベースライン時のむし⻭のリスク（う蝕経験）と
その後の、むし⻭の発⽣本数の合計 (n=1,542)

1138⼈ 173⼈ 119⼈ 112⼈

全員に介⼊しなくては
最も多く疾病を発⽣する
群にアプローチできない
→ポピュレーション戦略



「健康の社会的決定要因（SDH）」プロジェクト．健康格差対策の7原則．公益財団法⼈医療科学研究所．2015
https://www.iken.org/project/project01/files/17SDHpj_ver1_1_20170803.pdf

健康格差を減らすポピュレーションアプローチ（戦略）：
配慮ある普遍的アプローチ

ポピュレーション戦略による健康格差縮⼩の実例
イギリスの⽔道⽔フロリデーションとむし⻭の健康格差

Riley JC et al. International Journal of Epidemiology 28: 300-305, 1999

貧困指数

平均乳幼児う蝕経験⻭数（dmft）

⾮フロリデーション地域

フロリデーション地域

• フロリデーション地
域ほどう蝕が少ない

• 最も貧しい⼈に最も
⼤きな恩恵



⽇本の⼩学校における集団フッ化物洗⼝による
う蝕多発児の減少

⾼橋収, 新⾥勝宏, 伊⾕公男ら： 北海道内の⼩学校で実施された集団フッ化物洗⼝によるう蝕予防効果. ⼝腔衛
⽣会誌 71:238-244,2021.

実施群（中学１年DMFT） ⾮実施群（中学１年DMFT）

学校でのポピュ
レーション戦略が
ハイリスク者によ

り⼤きい恩恵

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
1.2
1.4
1.6
1.8

2

愛
知

県
東

京
都

岐
⾩

県
静

岡
県

広
島

県
福

岡
県

神
奈

川
県

福
井

県
兵

庫
県

島
根

県
岡

⼭
県

新
潟

県
⼤

阪
府

⼭
⼝

県
埼

⽟
県

京
都

府
⻑

野
県

⿃
取

県
富

⼭
県

滋
賀

県
群

⾺
県

奈
良

県
千

葉
県

愛
媛

県
⽯

川
県

茨
城

県
三

重
県

栃
⽊

県
北

海
道

徳
島

県
⾼

知
県

⾹
川

県
和

歌
⼭

県
⼭

梨
県

熊
本

県
岩

⼿
県

⼭
形

県
⿅

児
島

県
佐

賀
県

沖
縄

県
秋

⽥
県

⻑
崎

県
宮

城
県

宮
崎

県
⻘

森
県

福
島

県
⼤

分
県

2008年 3歳児⼀⼈平均むし⻭本数（dmft）
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幼稚園や学校でのフッ化物洗口前

洗口実施後



学校などの環境をかえることで、健康格差の縮⼩
⽇本のフッ化物洗⼝の格差縮⼩効果の実証

Matsuyama Y, Aida J, Taura K, Kimoto K, Ando Y, Aoyama H, Morita M, Ito K, Koyama S, Hase A, Tsuboya T, Osaka K. School-Based Fluoride Mouth-Rinse Program 
Dissemination Associated With Decreasing Dental Caries Inequalities Between Japanese Prefectures: An Ecological Study. J Epidemiol 2016;26(11):563-571.

フッ化物洗⼝の推進と
2022年版マニュアル

「フッ化物洗⼝の推進に関する基本的な考え⽅」について 
https://www.mhlw.go.jp/content/001037972.pdf
「フッ化物洗⼝マニュアル」(2022年版)
https://www.mhlw.go.jp/content/001037973.pdf



厚⽣労働省：⻭・⼝腔の健康づくりプラン推進のための説明資料
「学齢期におけるフッ化物洗⼝に関する事業を実施している市町村の割合」の⽬標値

厚⽣労働省．2023．⻭・⼝腔の健康づくりプラン推進のための説明資料．

https://www.mhlw.go.jp/content/001154214.pdf
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⼩学⽣の主な疾病・異常等の被患率（令和２年度）：減ったと⾔われる現在でも、う蝕（むし⻭）を有す
る⼩学⽣は多い（出典：令和２年度学校保健統計調査（⽂部科学省））

今でも、他の病気と⽐べると、むし⻭は多い
⼩学⽣の主な疾病・異常等の被患率

（令和２年度）
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循環器系の疾患

新⽣物（がん、良性腫瘍など）

⻭科疾患

呼吸器系の疾患

内分泌，栄養及び代謝疾患（糖尿病など）

精神及び⾏動の障害

（億円）

・3歳児や12歳児のう蝕は経年的に減少
・しかし他の疾患と⽐べると、う蝕の有病率は⾼い
・そのため14歳以下の国⺠医療費は、多くの疾患よりも⻭科疾患が⾼額
・う蝕の⽬標値の減少を⾒るだけでは、う蝕の疾病負担が⼤きい現状は⾒えない

14歳以下の国⺠医療費（2020年度（令和2年度））

約3割の⽇本⼈が永久⻭の未処置う蝕を有する
⽇本でも約4000万⼈が未処置う蝕を保有

厚⽣労働省：令和4年⻭科疾患実態調査 未処置う蝕



介⼊のはしごによる健康政策の分類
（ポピュレーション戦略の⽅策）

武⾒ゆかり： 実効性のある健康づくりのために̶特別号発⾏の趣旨̶. 
⽇本健康教育学会誌 32:S1-S3,2024.

介護予防：厚⽣労働省の⽅針の改正
『⼀⽅で、これまでの介護予防の⼿法は、⼼⾝機
能を改善することを⽬的とした機能回復訓練に偏り
がちであり、介護予防で得られた活動的な状態をバ
ランス良く維持するための活動や社会参加を促す取
組（多様な通いの場の創出など）が必ずしも⼗分で
はなかったという課題がある。』

厚⽣労働省 介護予防の推進について
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12301000-Roukenkyoku-Soumuka/0000052328.pdf



友⼈がいたり、⼈との交流やソーシャルサポート
は、禁煙と同じくらい死亡リスクを低下させる

Holt-Lunstad J, Smith TB, Layton JB. Social relationships and mortality risk: a meta-analytic review. PLoS Med 2010;7(7):e1000316.

Social 
relationships

Smoking

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12301000-Roukenkyoku-Soumuka/0000052328.pdf



厚⽣労働省 第88回市町村職員を対象とするセミナー「介護予防の推進と地域づくり」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/shakaihoshou/seminar/index.html

⼝腔の健康・機能状態の悪化

全⾝の健康への影響
要介護状態の発⽣・健康寿命喪失

死亡リスク増加

【社会的影響】
⾒た⽬の問題
会話がしにくい
会⾷がしにくい

【⾝体的影響】
かめない・飲みこめない
偏⾷や⾷事量減少
⼝腔清掃不良

⻭
科
受
診
の
減
少
・
⽣
活
習
慣
の
悪
化

う蝕や⻭周病と、それによる⻭の喪失
⽼化にともなう虚弱状態

低栄養
誤嚥性肺炎

友⼈との交流や
社会参加の減少
閉じこもり

相⽥潤: オーラルヘルスと健康格差. 
Aging & Health 2018, 27(2):14-17.

⼝腔の健康は
会話や笑顔などのコミュ
ニケーションにも重要



⻭の状態別の孤⾷の確率
⻭数の維持や⼊れ⻭治療で孤⾷は減る

4.5% 4.9% 5.6% 6.4%
8.1%

72.5% 73.1%
74.5%

77.1%

81.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

20⻭以上 10-19⻭,

補綴装置使⽤

10⻭未満,

補綴装置使⽤

10-19⻭,

補綴装置未使⽤

10⻭未満,

補綴装置未使⽤

独
居
し
て
い
る
⼈
で
孤
⾷
を
し
て
い
る
確
率

同
居
し
て
い
る
⼈
で
孤
⾷
を
し
て
い
る
確
率

⻭の状態

同居 独居

補綴あり 補綴あり 補綴なし 補綴なし

Kinugawa A, Kusama T, Yamamoto T, Kiuchi S, Nakazawa N, Kondo K, Osaka K, Aida J. Association of poor dental status with eating 
alone: A cross-sectional Japan gerontological evaluation study among independent older adults. Appetite 2021;168:105732.

孤⾷は
体重減少のリスク

⼝腔の健康状態が悪いと閉じこもりになりやすい
社会参加が減少してしまう

単変量 多変量  単変量 多変量
65歳〜74歳 75歳以上

閉
じ
こ
も
り
の
な
り
や
す
さ

1.8倍

■２０本以上
■１９本以下 入れ歯あり
■１９本以下 入れ歯なし

Koyama S, Aida J, Kondo K, Yamamoto T, Saito M, Ohtsuka R, Nakade M, Osaka K. Does poor dental health predict 
becoming homebound among older Japanese? BMC Oral Health 2016;16(1):51.



⼈のつながりが、⾏動や健康に影響も
⻭が20本未満と咀嚼困難が6年後の閉じこもりを予測

反対に、閉じこもりは6年後の咀嚼困難を予測

1
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⻭の本数 <20 咀嚼困難 むせの経験 ⼝腔乾燥

６
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後
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⼝
腔

状
態

の
悪

化
の
存
在
率
⽐

閉じこもっている場合の、6年後の⼝腔状態の悪化のリスク

図2. 閉じこもり状態と6年後の⼝腔状態との関係
(ベースライン時点で⼝腔状態の良い⼈).

図1. ⼝腔状態と6年後の閉じこもり状態との関係
(ベースライン時点で閉じこもっていない26,579⼈).
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⼝腔状態が悪い場合の、閉じこもり発⽣のリスク

※年齢・性別・教育歴・併存疾患・うつ状態の影響を調整

Abbas H, Aida J, Cooray U, Ikeda T, Koyama S, Kondo K, Osaka K: Does remaining teeth and dental prosthesis associate with social isolation? A six-
year longitudinal study from the Japan Gerontological Evaluation Study (JAGES). Community Dent Oral Epidemiol 2023, 51(2):345-354.

社会参加の中で、⻭
科保健⾏動が促進さ
れる。（健康の社会
的決定要因）

⾼齢者の⼝腔機能向
上も、社会参加の促
進の施策と⼀体的に
実施するべきでは？

⼝腔の形態と機能は密接に関係
⻭が20本以上の割合と

何でもかんで⾷べることができる割合

99.8 98.4 96.1 89.7 69.4 45.7

97.3
93.8 92.0

85.6

71.5
63.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

20本以上 何でもかんで⾷べることができる

（厚⽣労働省：令和元年国⺠健康・栄養調査）



PDCAサイクルと
アウトプットと中間アウトカム

⻭科⼝腔保健に関するロジックモデル（厚⽣労働省）

厚⽣労働省 ⻭科⼝腔保健の推進に関する基本的事項の全部改正（令和5年10⽉5⽇）

https://www.mhlw.go.jp/content/001154214.pdf



計画
（Plan）

実⾏
（Do）

評価
（Check）

改善
（Act）

• 事業を計画（Plan）し、それに沿って
活動し（Do）、そして計画した⽬的
を達成したか評価（Check）、その上
で改善点を考え（Act）、改善した計
画から再びサイクルを回す

• 元来、⼯場での⼯業製品の⽣産など、
均⼀な環境下で、⾏ったことがダイレ
クトに結果に反映され、評価もしやす
い状況で使⽤

計画
（Plan）

実⾏
（Do）

評価
（Check）

改善
（Act）

＜複雑な政策をPDCAサイクルを⽤いて実施するには難しさも存在＞
例）「80 歳で20 ⻭以上の⾃分の⻭を有する者の割合」を評価するPDCAでは、
幼少期からの積み重ねが影響することもあり、単年度や短期間で効果が得られ
ない、複数の施策が影響するためどの施策を改善するとどのように効果が変わ
るかの評価が困難といった課題があり、実現困難

実施や評価が可能な、アウトプットと中間アウトカムによるPCDAを！

• 事業を計画（Plan）し、それに沿って
活動し（Do）、そして計画した⽬的
を達成したか評価（Check）、その上
で改善点を考え（Act）、改善した計
画から再びサイクルを回す

• 元来、⼯場での⼯業製品の⽣産など、
均⼀な環境下で、⾏ったことがダイレ
クトに結果に反映され、評価もしやす
い状況で使⽤



⻭科⼝腔保健に関するロジックモデル（厚⽣労働省）

厚⽣労働省 ⻭科⼝腔保健の推進に関する基本的事項の全部改正（令和5年10⽉5⽇）

https://www.mhlw.go.jp/content/001154214.pdf

アウトプット指標
（施策の実施状況の指標，実現や達成をめざす

⽬標）
アウトプット指標の把握⽅法

乳幼児期におけるフッ化物塗布に関する事業の実施 ➡ 乳幼児期におけるフッ化物塗布の実施回数・参加⼈数
学齢期におけるフッ化物洗⼝に関する事業の実施 ➡ 学齢期におけるフッ化物洗⼝の実施施設数・参加⼈数
⻭周病健診等（妊産婦⻭科健診等も含む）の実施 ➡ ⻭周病健診等の実施回数・参加⼈数
⼝腔機能の育成に関する事業の実施 ➡ ⼝腔機能の育成に関する事業の実施回数・参加⼈数
⼝腔機能低下対策に関する事業の実施 ➡ ⼝腔機能向上に関する事業の実施回数・参加⼈数
障害者⽀援施設及び障害児⼊所施設での⻭科検診の

実施 ➡ 障害者⽀援施設及び障害児⼊所施設での過去１年間の⻭科検診の実施回数・参
加⼈数

介護⽼⼈福祉施設、介護医療院及び介護⽼⼈保健施
設での⻭科検診の実施 ➡ 介護⽼⼈福祉施設、介護医療院及び介護⽼⼈保健施設での過去１年間の⻭科検

診実施回数・参加⼈数
医科⻭科連携に関する事業を実施している都道府県

数 ➡ 医科⻭科連携に関する事業の実施回数・参加⼈数
職域での⻭科⼝腔保健に関する事業の実施 ➡ 職域での⻭科⼝腔保健に関する事業の実施回数・参加⼈数

⻭科⼝腔保健施策に関わる⻭科専⾨職の配置・養成 ➡ ⾃治体の⻭科⼝腔保健施策に関わる⻭科専⾨職の⼈数

⻭科⼝腔保健の推進に関する条例の制定 ➡ ⻭科⼝腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合

ＰＤＣＡサイクルに沿った⻭科⼝腔保健に関する取
組の実施 ➡ ＰＤＣＡサイクルに沿った⻭科⼝腔保健に関する取組の実施数

⻭科⼝腔保健の推進に関する基本的事項（⻭科⼝腔

保健計画を含む）の策定 ➡ ⻭科⼝腔保健の推進に関する基本的事項（⻭科⼝腔保健計画を含む）を策定し

ている市町村の割合

個別事業

施策・取組

⾃治体におけるアウトプット指標の把握⽅法：⻭科（研究班）



乳幼児期におけるフッ化物塗布の参加⼈数 ➡ アウトプットで把握した乳幼児期におけるフッ化物塗布の参加⼈数、⺟
⼦健康⼿帳の質問における把握

学齢期におけるフッ化物洗⼝の参加⼈数 ➡ アウトプットで把握した市町村による事業の実施状況から把握

⻭周病健診等の参加⼈数 ➡ アウトプットで把握した市町村による事業の実施状況から把握

障害者⽀援施設及び障害児⼊所施設での過去１年間の

⻭科検診の参加⼈数 ➡ アウトプットで把握した市町村による事業の実施状況から把握

介護⽼⼈福祉施設、介護医療院及び介護⽼⼈保健施設
での過去１年間の参加⼈数 ➡ アウトプットで把握した市町村による事業の実施状況から把握

職域での⻭科⼝腔保健に関する事業の実施回数・参加
⼈数 ➡ アウトプットで把握した職域への調査から把握

過去1 年間に⻭科検診を受診した者の割合 ➡ 質問紙調査、レセプトの解析から把握

中間アウトカム（対象とする⼈の変化） 中間アウトカム（対象とする⼈の変化）指標の把握⽅法

⾏動

⾏動

⾏動

中間アウトカムの測定：⻭科（研究班）

⽬標値の持つ意味とその限界



⻭周病、平成28年で増加！？

平成28年⻭科疾患実態調査

安藤雄⼀, 岩崎正則, ⽵内倫⼦, 北村雅保, ⽟置洋, 柳澤智仁, ⽇本⼝腔衛⽣学会・⻭科疾患実態調査解析評価委員
会: 平成28年⻭科疾患実態調査の解析作業報告および今後に向けた提⾔. ⼝腔衛⽣会誌 2018, 68(2):106-113.



『増加が顕著だっ たのはコード3 の割合（4 mm 以上の
⻭周ポケット保有 有の割合）のみであり，決して⻭周病

が増加したとは⾔えない結果であった．』
→記録様式の変化が影響

安藤雄⼀, 岩崎正則, ⽵内倫⼦, 北村雅保, ⽟置洋, 柳澤智仁, ⽇本⼝腔衛⽣学会・⻭科疾患実態調査解析評価委員
会: 平成28年⻭科疾患実態調査の解析作業報告および今後に向けた提⾔. ⼝腔衛⽣会誌 2018, 68(2):106-113.

平成28年と令和4年は同じ様式
⾼齢者以外では⻭周病の減少

⾼齢者は⻭数の維持が影響

厚⽣労働省：令和4年⻭科疾患実態調査



がんの
「死亡率」と「年齢調整死亡率」の推移
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相⽥潤: ⽼年⻭科医学 2024, 39(1):25-31.

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jsg/39/1/39_25/_pdf/-char/ja
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相⽥潤: ⽼年⻭科医学 2024, 39(1):25-31.

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jsg/39/1/39_25/_pdf/-char/ja

がんの医療ニーズの⼤きさの増加を⽰す際には粗死亡率が、
健康政策の⽬標値でがんの⽔準の改善を⽰す際には年齢調

整死亡率が、適切に使い分けられている。
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相⽥潤: ⽼年⻭科医学 2024, 39(1):25-31.

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jsg/39/1/39_25/_pdf/-char/ja
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８０２０「割合」の改善が
注⽬されるが

⾼齢化で「実⼈数」は増加
➡補綴ニーズの重要性の激増！

相⽥潤: ⽼年⻭科医学 2024, 39(1):25-31.

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jsg/39/1/39_25/_pdf/-char/ja
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相⽥潤: ⽼年⻭科医学 2024, 39(1):25-31.

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jsg/39/1/39_25/_pdf/-char/ja

8020「割合」にだけ注⽬していると、⼈⼝⾼齢化で⻭が少
ない⼈の「⼈数」が増えているという現実が⾒えない


